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はじめに

1

GNSS連続観測システム（GEONET）は、1996年の運用開始以来、
2026年に30周年を迎えました。

国土地理院のGNSSへの取組は、GPS測量の可能性を探る試験か
ら始まりました。その後、電子基準点による連続観測体制を整備し、国
土の位置情報の常時監視を可能にしました。電子基準点の観測データ
を提供することで、測量業務の効率向上に寄与しました。さらに、観測
データをリアルタイム配信することで、様々な位置情報サービスに活用
されるようになりました。

現在、位置情報は、様々なサービスや業務に不可欠な基盤となって
います。

国土地理院は、衛星測位を支える国土情報基盤としてのGEONET
を、進展する位置情報技術に対応させながら、今後も安定的に運用し
てまいります。



国土情報基盤

2令和8年度国土地理院概要：https://www.gsi.go.jp/kikakuchousei/kikakuchousei40194.html
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電子基準点、GEONETのこれまで



電子基準点とは

最東点
「南鳥島」

最南点
「沖ノ鳥島」

最西点
「与那国B」

GNSS
アンテナ

金属標

「東京千代田」

「富士山」

最北点
「稚内３」

4

全国に約1,300点設置



GEONETとは

※地理院地図を加工して使用

ガリレオ（ＥＵ）

準天頂衛星（日本）

グロナス（ロシア）

GPS（米国）

GNSS衛星 GEONET（GNSS連続観測システム）
（GNSS Earth Observation NETwork System）

  電子基準点とGEONET中央局からなる
システム

 GNSS衛星データの観測

 GNSS衛星のデータ解析、収集、提供

GEONET中央局（茨城県つくば市）

 観測データは、測量作業の
効率化、位置情報サービス
の支援、その他研究解析の
ために提供

 電子基準点の日々の位置情
報は、国家座標の維持管理
や地震時の変動の確認に使
用



GEONETのデータの流れ
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データの収集
及び解析

GEONET中央局

測量の基準点としての利用

GNSS測量

HPを通じて、
観測データを提供
（毎時）

配信機関を通じ
て、
観測データを提供
（毎秒）

HPを通じて、
解析結果を提供
（毎週・毎日）

位置情報サービスに利用

ICT施工、自動運転など

国家座標の管理等に利用

地殻変動量、成果計算など



電子基準点網の整備
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1994年  COSMOS-G2の運用開始（110点）←南関東・東海地域のみ   
(Continuous Strain Monitoring System with GPS by GSI)

2012年  GEONETが、GPSからGNSSへと観測を拡大

1994年  GRAPESの運用開始（100点）←全国を網羅
            (GPS Regional Array for PrEcise Surveying)

1996年  COSMOS-G2とGRAPESを統合し、観測点を増設して、
GEONETとしての運用を開始

(GPS Earth Observation NETwork)

1995年  阪神・淡路大震災を契機に、観測点の拡張を決定

2003年  IP-VPN網でのリアルタイムデータ取得が本格的に開始

110

210

610

1,200

2013年 グロナスと準天頂衛星のデータ提供を開始

1,240

1,273

201６年 GPSの新たな信号とガリレオのデータ提供を開始1,318

点数 経緯



GEONETの誕生
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COSMOS-G2
Continuous Strain Monitoring System 
with GPS by GSI

南関東・東海
地域：110点

1993年度に整備

GRAPES
GPS Regional Array for Precise Surveying

南関東・東海地方
を除く全国:100点

1994年度に整備

1996年 GPS連続観測システム（ＧＥＯＮＥＴ）の運用開始

統合

GPS Earth Observation NETwork System

阪神・淡路大震災の発生
全国に400点増設（合計610点）



GEONETの前時代 ーGPSによる地殻変動の検出ー
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1978年
GPS初号機
打上げ

1987年
初の測量用
GPSを導入

1996年
COSMOS-G2 と
GRAPES を統合、電子基準
点を増設してGEONETへ

1988年
GPS測量の試験観測

1994年
GRAPESの運用開始

GPS BlockⅡ/ⅡA

1989年
GPS第２世代の
運用開始

1982年
GLONASS
打上げ

1995年
阪神・淡路大震災

1994年
北海道東方沖地震

阪神・淡路大震災時の
地殻変動

199４年
COSMOS-G2の運用開始



GEONETの運用開始
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1996年
GEONET運用開始
測量法施行規則を改正し、電子基準点
標識を記載
国土地理院測地観測センターを設置

2005年
電子基準点網
約1,300点体制

2002年
リアルタイムデータの配信
を開始（都市部等200点）

2002年
測量法の改正（世界測地系）
電子基準点が公共測量で利用可能

199９年
電子基準点観測データを
ＨＰから提供開始

2001年
電子基準点を利用したリアルタイム測位推進協議会設立 

2005年
GPSの近代化
(L2C信号開始)

GPS BlockⅡR-M



国土情報基盤として
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2018
準天頂衛星システム「みちびき」
サービス開始

2023
IGS解析センターに参画

2011
東北地方太平洋沖地震

202４
能登半島地震

2010
準天頂衛星
初号機打上げ

2015
測量分野で初めての国連決議
位置基盤としての測地（GNSS）の
価値を認識

2012
GPS連続観測システムから
GNSS連続観測システムへ名称変更

2013
津波予測支援のためのリアルタイム解析
システム（REGARD）の試験運用を開始 

2025
標高成果の改定

首相官邸HPより



日本測地系から世界測地系へ
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2002年 測量法改正
日本測地系から世界測地系へ

• 電子基準点網の整備により、日本全国で世界
測地系の座標値の整備が可能となった

• 2002年の法改正の実現において重要な役
割を果たした

• 法改正により、国家座標はGPSによって実現さ
れ、電子基準点によって公共測量などにおける
GPSの利用が可能となった



衛星測位を基盤とする標高体系への移行
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 2025年4月1日標高成果の改定により、衛星測位を基盤とする標高体系へと移行

 衛星測位で得られる楕円体高とジオイド・モデルで得られるジオイド高による標高を基盤

ジオイド・モデル
「ジオイド2024 
日本とその周辺」

衛星測位による標高決定

電子基準点

標高 =  楕円体高  －  ジオイド高

標高

測位衛星

楕円体高 ジオイド高

地球楕円体

衛星測位
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GEONET、電子基準点を支えたもの



電子基準点の連続観測を止めないために
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GNSS
アンテナ

金属標

 停電時には、蓄電池(バッテリー)により7
日間前後の観測が可能

 一部の電子基準点には、ソーラーパネルを
設置

 電源監視装置で、各機器の稼働状況をリ
モートで確認可能。必要に応じて各機器の
ソフトウェアリセットが可能

 通信回線の冗長化



GEONET中央局の運用
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電源断

通信断

24時間監視
＠GEONET中央局

現地保守業者
に状況を連絡

機器の
故障

リモートでのリカバリ

データチェック（電子基準点状況のチェック）  リアルタイム通信の接続状況確認
 各機器の動作確認

Stopped

Status

Delayed or
Partial Missed

Normal

現地対応



電子基準点現地調査
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【特殊離島・山岳】

○全国の電子基準点を５年周期で現地調査
        機器の点検や観測環境（障害となりえる樹木や構造物の状態）など調査

毎年定期的に、現地保守作業担当業者と共に保守作業を行う。

高低差観測上空視界調査機器点検

沖ノ鳥島 南鳥島 硫黄島 富士山



災害時の復旧対応 (平成23年東北地方太平洋沖地震)
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・津波により倒壊
・2012年1月 新たに設置
・設置までの期間、臨時観
測点を設置（M南相馬）

「S南相馬」
（福島県南相馬市）

「白石」
（宮城県白石市）

2020年8月撮影2011年５月撮影

・目視では異常なし
・停電を確認
・ソーラーパネル設置等
による応急復旧



災害時の復旧対応 (令和6年能登半島地震)
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・ 現地調査・傾斜測定
・ 電源、通信対策

（ソーラーパネル・衛星通信装置を設置） 

「舳倉島（へぐらじま）」 （石川県輪島市）

● 現地調査結果
→ ピラー等損傷なし(傾斜なし)

● 電源・通信対策
→ 機器の正常稼働を確認
観測データは、GEONET中央局から
適宜取得

※フェリーが運航停止であったため、
ヘリコプターで渡島

  （小松空港 ←→ 舳倉島） 衛星通信装置

ソーラーパネル



電子基準点の耐災害性強化 （国土強靭化）
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電子基準点網は、各種測量や位置情報サービスに日々利用されるとともに、継続した地殻
変動監視により、災害時には被災状況を迅速に把握して人命を守るための役割を担う重要
インフラである。災害発生時でも、地震や火山活動に伴う地殻変動監視及び位置情報サービ
スの安定した継続を可能とするため、電子基準点網の耐災害性を強化する。

引込柱

電子基準点

災害時に最低１週間は稼働可能にする等、
安定運用に向けた対策

電子基準点のデータ品質を維持するため
の対策

• 移転

電源監視
装置通信機器• 通信機器等を省電力なも

のに更新

• 老朽化したバッテリー
を更新

• 老朽化した引込柱（鋼管柱）
をコンクリート柱に交換

• 携帯電話の電波の影響を受け
にくいGNSSアンテナを導入 GNSS

アンテナ

➔より長期間の稼働が可能
➔電波干渉を低減

➔測位衛星の受信環境を改善➔電力・通信を確保

バッテリー
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今後の展望



GNSS測位の基盤情報（衛星軌道暦）
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 衛星測位で地上の位置を求めるには、衛星の位置（軌道情報）が必要だが、軌道情報は

海外の機関に依存

 国土地理院とJAXAが協力し、準天頂衛星「みちびき」も含めた自律的・安定的な軌道

情報の算出が可能に

我が国独自の方法で、みちびきも含めた精密暦を安定的に算

出する体制を構築し、13番目のIGS解析センターに認定

 今後、独自で求めた精密暦を活用した、速やかな位置情報の解析手法も検討

 引き続き、JAXAと協力して精密暦の算出、提供
を継続



地球上で位置を測るためのサプライチェーン
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 現代社会は、人工衛星に依存

※ 米国では、通信・電気ガス・金融等１８の必須基盤セクター中

１５分野がGPSに依存（米国Department of Homeland Security）

※ 世界のGNSS関連業界は2031年までに4,920億ドル（成長率9.2％）

 衛星の運用には、

 宇宙での衛星の位置（衛星軌道情報）

 宇宙での地球の位置（地球形状、回転、重力場）が不可欠

 これらの地球と衛星の場所の情報は、測地プロダクト

 地球も衛星も動き続けているため、継続的な更新が必要

 衛星軌道情報など測地プロダクトの生成には、

観測からプロダクト提供まで一連の測地サプライチェーンが必要



位置情報サービスの支援
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 電子基準点の１秒観測のリアルタイムデータは、準天頂衛星「みちびき」に
よる高精度測位サービス（CLAS）やネットワーク型RTK（VRS）で利用

 一方で、リアルタイムデータ配信の耐災害性に課題

高精度測位サービス

出典：第１回中山間地域における道の駅

等を拠点とした自動運転ビジネス

モデル検討会資料

出典：地理空間情報活用推進
会議事務局

G空間プロジェクトパン
フレット

出典：ANAホールディングス株式会社

ドローン物流

自動運転 スマート農業

ICT施工

GEONET中央局 位置サービス事業者等

準天頂衛星
出典：qzss.go.jp

GPS
GLONASS

観測データの

収集・解析

補正情報を

作成

準天頂衛星等からの

信号を観測

電子基準点

Galileo

課題
地上局

準天頂衛星
出典：qzss.go.jp



持続可能で強靱な位置情報の基盤に向けて
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準天頂衛星 出典：qzss.go.jp
GPS

GLONASSGalileo
Positioning 
位置の計測（測位）

Navigation

移動経路の誘導（ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ）

Timing 
精密な時刻の提供（時刻同期）

PNTサービス

高精度な衛星測位の展開

携帯電話基地局時刻同期

電子商取引タイムスタンプ

関係機関

地球の形状・
動きの把握

GNSS衛星
の軌道推定

国土の
正確な
位置決定

国土情報基盤
（国土地理院）

国際協力

国際協力

VLBI
電子基準点

測地基準点網 等

衛星の精密暦、
地上の正確な位置、

地球回転情報等の公開
（国際協力）

時刻管理

GNSS 衛星

現在の位置・時刻

電子基準点

国家座標
（地図や基準点等）

の公開・提供

電子基準点

石岡測地観測局

VLBI

(地球基準座標系の構築）

地球回転情報等の公開
（国際協力）

精密な時刻 国土情報基盤である

VLBI、電子基準点等

の測地技術の安定運用

国土の位置の決定に

不可欠な人工衛星によ

るＰＮＴサービスの維持



まとめ
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 国土情報基盤は衛星測位による精密な位置決定に必要不可欠な
インフラ

 GEONETは、国土の位置情報を支える重要な施設の一つ

 GEONETは、日本全体の位置情報を監視、位置情報サービスとして
必要な情報を発信

 一方で、インフラ施設としての老朽化対応や耐災害性強化について
は、現在も取り組んでいる途中である。今後についても様々な視点
から取組方法や仕組みについて、検討を始めているところである。
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